
ご意見をお寄せください（区民等の意見提出手続） 
 

 区は、区民の利便性の向上と事務の効率化を図るため、個人番号の独自利用等について規

定する「（仮称）杉並区個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例」の制定を予

定しています。そこで、「杉並区区民等の意見提出手続に関する条例」に基づき、条例（案）

について皆さんの意見を伺います。 

 郵便、ファックス、Ｅメールまたは閲覧場所に設置しました意見提出用紙に書いて、ご意

見をお寄せください。区公式ホームページの「電子掲示板」に、ご意見を書き込むこともで

きます。 

 なお、ご意見をお寄せいただく場合には、お名前・ご住所（あわせて在勤の方は勤務先の

名称と所在地、在学の方は学校名と所在地）、事業者の方は事業所の名称・所在地・代表者

氏名をお書き添えください。（公表はいたしません） 

 お寄せいただいたご意見は、条例案の最終とりまとめに活かしてまいります。また、ご意

見の概要とそれに対する区の考え方は、平成２７年１１月頃に公表する予定です。 

 

【 閲 覧 場 所 】 

区政資料室（区役所西棟２階）、区民事務所、図書館でご覧いただけます。 

 

◎ 意見募集期間     平成２７年９月１５日（火）～１０月１４日（水） 

◎ 意見提出先      情報政策課情報公開係 

           〒１６６－８５７０ 

           杉並区阿佐谷南１‐１５‐１ 杉並区役所西棟２階 

           FAX ０３（３３１２）９９１２ 

           E-mail JOSEI-K@city.suginami.lg.jp 

◎ 区公式ホームページ  http://www.city.suginami.tokyo.jp 

◎ 問い合わせ先     杉並区役所情報政策課情報公開係 TEL ０３（３３１２）２１１１ 

http://www.city.suginami.tokyo.jp/
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「（仮称）杉並区個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する

条例」案について 

 

行政事務の効率化、国民の利便性の向上及び公平かつ公正な社会を目指すことを目的と

して、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成２

５年法律第２７号。以下「マイナンバー法」といいます。）が制定されました。 

この法律により、住民票を有する全ての個人に、１人１つの１２桁の個人番号（マイナンバ

ー）が付与され、国の行政機関や地方公共団体などにおける、社会保障、税、災害対策の分

野での各種手続に利用されることになります。 

マイナンバー法では、個人番号の利用等に関し、地方公共団体の責務として、地域の特性

に応じた施策の実施を規定しており、福祉、保健若しくは医療その他の社会保障、地方税、又

は防災に関する事務その他これらに類する事務であって条例で定めるものについては、個人

番号の独自利用や執行機関の間での個人番号を含む個人情報（特定個人情報）のやりとりな

どができるとされています。 

そこで、区では、区民の利便性の向上と事務の効率化を図るため、個人番号の独自利用等

について規定する「（仮称）杉並区個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例」

を新たに制定します。 

 

条例案の主な内容 

 

◇ 個人番号の独自利用 

マイナンバー法では、別表第１に規定されている事務（以下「法定事務」といいます。）の他、

地方公共団体が行政サービスの向上や行政事務の効率化を図るため、条例に規定すること

により、法定事務以外に福祉、保健若しくは医療その他の社会保障、地方税、又は防災に関

する事務その他これらに類する事務で個人番号を独自利用することが認められています。こ

の個人番号を独自に利用する事務について、条例で定めます。 

 

個人番号を区独自で利用する事務（1 事務） 

利 用 事 務 外国人に対する生活保護に関する事務 
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◇ 区各執行機関内での情報連携 

 マイナンバー法では、原則として別表第1の事務のために保有している特定個人情報を、別

表第 1 の他の事務のために利用することは認められていません。しかし、「個人番号の独自

利用」と同様に、条例で定めることにより、区各執行機関内で他の事務のために利用すること

（情報連携）が可能となります。 

区では、区民の利便性の向上を図る等のため、ある事務のために保有する個人情報を他

の事務でも利用している場合があります（国民健康保険に関する事務で、地方税に関する事

務で保有している個人情報を利用するなど）。 

区各執行機関内での情報連携を行う事務として、 

1 マイナンバー法別表第２に規定された他執行機関（国の機関、他自治体など）との情報連携

が可能な事務及び特定個人情報の範囲について、区同一執行機関内（区長部局内、教育

委員会事務局内など）で同様な特定個人情報の利用を可能とします。  

２ マイナンバー法別表第１に規定された事務及び独自利用事務において、区同一執行機関

内で別表第１の事務の範囲を超えて特定個人情報を利用する場合について個別に条例で

定めることにより、利用を可能とします。 

 

区各執行機関内での情報連携のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ａ法定事務 

Ｂ法定事務 

利用 

 

利用 

 

条例で情報連携を規定 

 

Ａ特定個人情報 

Ａ特定個人情報 

Ｂ特定個人情報 

Ｂ特定個人情報 

Ａ特定個人情報 
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１ マイナンバー法別表第２の第２欄に掲げる事務を処理するために、区が保有する同表第

４欄に掲げる特定個人情報を利用する事務・・・マイナンバー法別表第２参照 

 

２ マイナンバー法別表第 1 の事務の範囲を超えて特定個人情報を利用する事務（15 事務） 

利 用 事 務 特定個人情報 利用の範囲 

地方税関係事務 国民健康保険関係情報 
徴収関係事務で、国民健康保険料

徴収情報の利用 

国民健康保険関係事

務 

 

生活保護関係情報（外国人を含

む）、中国残留邦人等支援関係情

報 

国民健康保険料徴収関係事務で、

生活保護受給関係情報、中国残留

邦人等支援給付情報の利用 

国民年金関係事務 国民健康保険関係情報 
国民年金資格関係事務で、国民健

康保険加入情報の利用 

後期高齢者医療関係

事務 

 

生活保護関係情報（外国人を含

む）、中国残留邦人等支援関係情

報、身体障害者手帳関係情報 

 

後期高齢者医療受給資格関係事務

で、生活保護受給関係情報、中国

残留邦人等支援給付情報、身体障

害者手帳の情報の利用 

児童福祉法に基づく障

害児関係事務 
子ども・子育て支援法関係情報 

障害児通所支援支給関係事務で、

年長児童保育園在籍情報の利用 

特別児童扶養手当等

関係事務 
身体障害者手帳関係情報 

特別児童扶養手当受給資格関係事

務で、身体障害者手帳情報の利用 

障害児福祉手当又は

特別障害者手当の支

給関係事務 

身体障害者手帳関係情報 

障害児福祉手当、特別障害者手当

の受給資格関係事務で、障害者手

帳情報の利用 

障害者総合支援法関

係事務 

身体障害者手帳関係情報、精神

障害者手帳関係情報、国民健康

保険関係情報、介護保険関係情

報 

障害者総合支援法に基づく受給資

格、給付関係事務で、身体障害者

手帳の情報、精神障害者手帳の情

報、国民健康保険料の情報、介護

保険受給状況情報の利用 
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介護保険関係事務 

外国人に対する生活保護関係情

報、中国残留邦人等支援関係情

報 

介護保険料賦課徴収関係事務で、

外国人に対する生活保護実施関係

情報、中国残留邦人等支援受給情

報の利用 

助産・母子生活支援施

設関係事務 
地方税関係情報 

助産・母子生活支援施設利用資格

事務で、所得情報の利用 

生活保護関係事務 
身体障害者手帳関係情報、精神

障害者手帳関係情報 

生活保護関係事務で、障害者手帳

情報、精神障害者手帳の情報の利

用 

中国残留邦人等支援

関係事務 

身体障害者手帳関係情報、精神

障害者手帳関係情報 

中国残留邦人等支援関係事務で、

障害者手帳情報、精神障害者手帳

の情報の利用 

外国人に対する生活

保護関係事務 

児童扶養手当関係情報、母子及び父

子並びに寡婦福祉法に関する情報、

障害児福祉手当、特別障害者手当及

び福祉手当に関する情報、地方税関

係情報、養育医療の情報、児童手当

関係情報、介護保険給付等関係情

報、自立支援給付関係情報、身体障

害者手帳関係情報、精神障害者手帳

関係情報 

外国人に対する生活保護関係事務

で、児童扶養手当支給等情報、母

子及び父子並びに寡婦福祉法の資

金貸付に関する情報、障害児福祉

手当・特別障害者手当・福祉手当の

支給に関する情報、所得の情報、

養育医療給付等の情報、児童手当

の支給情報、介護保険給付等情

報、自立支援給付支給情報、障害

者手帳情報を利用 

予防接種関係事務 

生活保護関係情報（外国人を含

む）、中国残留邦人等支援関係情

報 

予防接種関係事務で、生活保護実

施関係情報、中国残留邦人等支援

受給情報の利用 

感染症予防に関する

事務 

国民健康保険関係情報、生活保

護関係情報（外国人を含む））、中

国残留邦人等支援関係情報 

結核医療費負担額に関する事務

で、国民健康保険給付等の情報、

生活保護実施関係情報、中国残留

邦人等支援受給情報の利用 
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◇ 区内の他の執行機関への提供 

 マイナンバー法では、特定個人情報が提供先で不正に利用されないように、他機関への提

供は、原則禁止されています。特定個人情報の管理は、地方公共団体内の執行機関（区長、

教育委員会など）を単位としていて、同一地方公共団体内の他の執行機関との間（区長と教

育委員会の間）などで、特定個人情報をやりとりするときは、条例に規定する必要があります。

このような、区の機関の間での情報の提供について、条例で定めます。 

 

他の執行機関が保有する特定個人情報の提供を受けて処理する事務（3 事務） 

照会機関 利 用 事 務 提供機関 特定個人情報 利用の範囲 

区長 生活保護関係事務 
教育委員

会 

学校保健安全法

による医療費援助

関係情報 

生活保護関係事務で、

学校保健安全法の医

療費援助情報 

〃 
中国残留邦人等支

援関係事務 
〃 〃 

中国残留邦人等支援

関係事務で、学校保健

安全法の医療費援助

情報 

〃 
外国人に対する生活

保護関係事務 
〃 〃 

外国人に対する生活

保護関係事務で、学校

保健安全法の医療費

援助情報 

 



 

「（仮称）杉並区個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例」案 

次の１から３の該当する欄にご記入の上、ご意見をお書きください（お名前等の公表はいたしません） 

１ 杉並区内にお住まいの方 

 

 

２ 杉並区内に通勤・通学されている方 

 

 

 

 

３ 事業者の方 

 

 

 

【ご意見をご記入ください】 

 

 

 

【提出方法】ご記入後、この用紙を受け取られた窓口に直接提出していただくか、下記提出先あて

郵便またはファックスでお送りください。 

☆ 期 限  平成２７年１０月１４日（水）必着 

☆ 提出先  杉並区政策経営部情報政策課情報公開係 

       〒１６６－８５７０ 杉並区阿佐谷南１－１５－１ 

       電 話 ０３（３３１２）２１１１（代表） 

       ＦＡＸ ０３（３３１２）９９１２  

◎ ご意見に対する区の考え方は、広報すぎなみ、ホームページで平成２７年１１月ごろ公表す

る予定です。 

 
お名前：               ご住所                       

 
お名前                ご住所                       
勤務先 
学校名                所在地                       

 
事業者名          所在地              代表者名          

ご意見をお寄せください 


